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３０墨総法第２０７号 

 

裁   決   書 

 

 

東京都●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

審査請求人           ●●●●●●● 

処 分 庁           墨 田 区 長 

 

 審査請求人が平成２９年１２月２４日付けで提起した区政情報の部分公開決定処

分の取消し等を求める審査請求について、墨田区行政不服審査会に諮問し、その答

申を得て、次のとおり裁決する。 

 

 

主  文 

 

１ 本件審査請求に係る処分のうち、別表１の処分庁が非公開とした区政情報欄に

掲げる区政情報につき、同表の審査庁の判断欄に「公開すべきである」と記載し

た区政情報を非公開とした処分について、当該区政情報を公開する処分に変更す

る。 

２ 本件審査請求に係る処分のうち、別表２の処分庁が非公開とした区政情報欄に

掲げる区政情報につき、同表の処分庁が非公開とした理由欄に記載した理由によ

り非公開とした処分について、同表の審査庁が非公開とすべきとする理由欄に記

載した理由により非公開とする処分に変更する。 

２ 上記１及び２の限度で、本件審査請求の一部を認容し、その余を棄却する。 
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事案の概要 

 

１ 審査請求人は、平成２９年１２月４日付けで処分庁に対し、墨田区情報公開条

例（平成１３年墨田区条例第３号。以下「条例」という。）第１０条第１項の規

定に基づき、「旅館業営業の許可申請書一式（許可を決裁した文書を含む。）⑴

墨田区立花３丁目２０－７ ⑵墨田区吾妻橋１丁目９－７」について公開請求を

行った。 

２ 処分庁は、上記１の公開請求に対して、公開できない部分及びその理由を以下

のとおりとして部分公開を決定し、平成２９年１２月１８日付けで区政情報部分

公開決定通知書（２９墨福衛生第８９７号。以下「本件通知書」という。）を審

査請求人に送付した（以下「本件処分」という。）。 

 ⑴ 周辺見取り図（住宅地図内の個人名）、申告書個人名の印影、管理者氏名及

び電話番号、行政書士の印影、通知書の個人名、検査済証の宛先個人名、地積

測量図の個人名及び印影 

   個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの又は当

該個人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。（条例第６条第２

号） 

 ⑵ 定款（登記記載事項に係る事項を除く。） 

   定款は、上場企業等の場合を除き、通常、一般に公にされていない情報であ

り、定款を公にした場合、当該法人の組織・経営の根本方針が明らかになると

ともに、株主総会の決議事項の範囲、取締役会の決議方法など当該法人におけ

る重要事項に関する意思決定手続が明らかになることにより、当該法人の正当

な利益を害するおそれがあるため。（条例第６条第３号） 

 ⑶ 法人代表者の印影 

   当該印影は、認証的機能を有するものであり、公にすることにより、偽造さ

れ、事業者の権利の得喪等に係る書類の作成に悪用されるおそれがあるため。
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（条例第６条第３号） 

 ⑷ 検査済証の印影 

   法人の内部管理情報に該当するため。（条例第６条第３号） 

 ⑸ 図面詳細図（配置図、照明器具姿図を除く。） 

   公共安全情報に該当するため。（条例第６条第４号） 

３ 審査請求人は、当該決定を不服とし、本件処分の取消しなどを求める審査請求

書を平成２９年１２月２３日付けで郵送し、同年１２月２５日に当庁に到達した。 

４ その後、処分庁は、公開できない部分とした上記２⑴のうち、周辺見取り図

（住宅地図の個人名）については、閲覧制度が設けられている建築計画概要書に

記載されている付近見取図と同様のものであり、条例第６条第２号ただし書ア

（法令等の規定又は慣行により公にされ、又は公にすることが予定されている情

報）に該当するとして、本件処分の一部変更を決定し、平成３０年１月１５日付

けで「区政情報部分公開決定の一部変更決定について（通知）」（２９墨福衛生

第９６３号）を審査請求人に送付し、周辺見取り図（住宅地図内の個人名）を公

開した。 

５ 当庁は、条例第１７条第２項及び第３項の規定に基づき、平成３０年１月３１

日付けで弁明書の写しを添えて墨田区行政不服審査会（以下「審査会」とい

う。）に諮問した。 

６ 審査請求人は、本件審査請求に係る区政情報の一部と同一のものが含まれる平

成３０年２月５日付け２９墨子施第２３５９号による区政情報の部分公開決定処

分に係る審査請求を同年２月２７日に提起し、当該審査請求と本件審査請求の審

理手続を併合することを希望した。 

７ 当庁は、平成３０年４月２０日付けで、本件審査請求、同年２月５日付け２９

墨子施第２３５９号による区政情報の部分公開決定処分に係る審査請求並びに同

年３月２２日付け２９墨子施第２９１４号による区政情報の部分公開決定処分を

取り消した処分及び同日付け２９墨子施第２９１５号による区政情報の部分公開
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決定処分に係る審査請求の審理手続を併合した。 

８ 審査請求人は、本件審査請求に係る反論書及び証拠書類等を平成３０年９月６

日付けで郵送し、同年９月７日に当庁に到達した。なお、上記５のとおり本件審

査請求は、既に審査会へ諮問していたため、当庁は、同年９月１１日付けで当該

書面を審査会へ提供した。 

９ その後、当庁は、平成３１年３月４日付けで審査会の答申を得て、同年３月８

日付けで審理手続を終結した。 

 

審理関係人の主張の要旨 

 

１ 審査請求人の主張 

  審査請求人は、審査請求書（平成２９年１２月２３日付け）、当庁に提出され

た反論書（平成３０年９月６日付け）及び審査会が聴取した口頭意見陳述（平成

３０年９月１２日聴取）において、以下のとおり本件処分の取消しなどを行うよ

う求めている。 

 ⑴ 審査請求の趣旨 

   処分庁が平成２９年１２月１８日付けで審査請求人に対して行った区政情報

の部分公開決定処分を取り消すなど、以下のとおりの対応を求める。 

  ア 本件処分における、検査済証の印影、図面詳細図（配置図、照明器具姿図

を除く。）の非公開の理由付記には不備があるため、本件処分を取り消すこ

と。 

  イ 周辺見取り図（住宅地図の個人名）を公開すること（事後的に公開があっ

たが、当初の決定通知そのものを変更すること。）。 

  ウ 地積測量図の個人名及び印影並びに法人代表者の印影を公開すること。 

  エ 検査済証の宛先個人名を公開すること。 

  オ 図面詳細図（配置図、照明器具姿図を除く。）の種別を特定した上で公開
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の可否を判断すること。 

    また、当該図面詳細図のうち、立面図を公開すること。 

  カ 定款（登記記載事項に係る事項を除く。）のうち、標準的な定款と共通す

る部分は公開すること。 

  キ その他非公開部分の精査をすること。 

 ⑵ 審査請求の理由 

  ア 非公開の理由付記の不備について 

    条例第１条は、条例における解釈及び運用の基本原則として、「この条例

は、区民の知る権利を尊重し、区民の区政情報の公開を請求する権利を明ら

かにするとともに、・・・墨田区が区政に関し区民に説明する責務を全うし、

一層開かれた区政の実現を図り、区政に対する区民の理解と信頼を深め、

もって地方自治の本旨に即した区政を推進することを目的とする。」と定め

ている。情報公開を原則として認め、行政の透明性を確保することにより適

正な権力の執行を担保することが、条例の趣旨であると考えられる。 

    条例第１３条では、「当該理由の提示は、公開しないこととする根拠規定

及び当該規定を適用する根拠が当該書面の記載自体から理解され得るもので

なければならない。」と定めている。 

    本件通知書の非公開部分の理由のうち、検査済証の印影は「法人の内部管

理情報に該当するため。（墨田区情報公開条例第６条第３号）」と記載され

ているが、対象文書のどの部分が法人のどのような内部管理情報であり、当

該法人がどのような不利益を被るか、競争上の問題があるかを示していない。 

    また、図面詳細図（配置図、照明器具姿図を除く。）は「公共安全情報に

該当するため。（墨田区情報公開条例第６条第４号）」と記載されているが、

非公開とした図面の種別が記載されておらず、なぜその情報に該当するのか

も分からないため、これらは根拠規定及び当該規定の適用根拠が当該書面の

記載自体から理解され得るものとはいえない。 
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    事後的に弁明書により説明があったとしても、審査請求を提起する者に

とっては、請求時に主張を展開することができない。 

    本件処分は理由付記不備で、墨田区行政手続条例（平成７年墨田区条例第

２６号）第８条にも違反し、取り消されるべきである。 

    理由の付記は、非公開について実施機関の恣意的判断を防止するとともに、

非公開理由を公開請求者に知らせることにより不服申立て等に便宜を与える

ことを意図したものである。公開請求を拒否する決定を適法に行うための要

件であり、理由が不十分な場合は瑕疵ある行政処分となる。判例（最高裁平

成４年１２月１０日判決（平成４年（行ツ）第４８号））や答申例（内閣府

情報公開・個人情報保護審査会平成２７年７月３０日付け答申（平成２７年

度（行情）答申第２５１号）など）においては、理由付記に不備がある場合

は取り消すべきとの判断を示している。 

  イ 周辺見取り図（住宅地図の個人名）について 

    本件処分は、住宅地図に記載された個人名を非公開としているが、答申例

（東京都情報公開審査会平成２５年７月２５日付け答申第６０９号及び平成

２５年１２月５日付け答申第６３７号など）においては、一般に市販されて

いる住宅地図に記載された個人名は公開するべきとの判断を示している。 

    当該区政情報については事後的に公開され、処分庁は事後的に公開したた

め問題はないとする内容の弁明書を提出しているが、公開するのであれば、

当初の決定通知そのものを変更しないことには、処分は何も変わっていない

のではないかという思いがある。 

  ウ 本件処分に係る地積測量図は、反論書の添付資料として提出した証拠書類

（以下「提出資料」という。）のとおり、東京法務局墨田出張所に不動産登

記の土地図面を請求すれば得られるものである。他の手段で公開されている

ものは公開すべきであり、処分庁が当該文書の個人名及び印影並びに法人代

表者の印影を非公開とした判断は誤りである。 
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  エ 検査済証の宛先個人名は、建築主であり、建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）において建築確認申請が義務付けられている者である。 

    建築主の氏名は、同法第８９条の規定により工事現場に掲示されるととも

に、同法第９３条の２の規定により閲覧制度が設けられている建築確認概要

書において誰でも確認することができる。墨田区長（建築指導課）も、提出

資料のとおり、情報公開請求の対象文書に記載された建築主の氏名を公開し

ている。 

    また、実際に吾妻橋の旅館を確認したところ、提出資料の写真のとおり、

玄関に掲示された「旅館営業計画のお知らせ」には、計画についての説明の

申出の連絡先として建築主の氏名が記載されており、一般に開示されている

状態となっていた。 

    したがって、処分庁が当該区政情報を非公開とした判断は誤りである。 

  オ 図面詳細図（配置図、照明器具姿図を除く。）について、墨田区長（子ど

も施設課）は区政情報部分公開決定通知書（平成３０年２月５日付け２９墨

子施第２３５９号）に基づき、旅館業許可申請書に添付されたものと同一の

立面図及び平面詳細図を部分公開しているので、処分庁が当該区政情報を非

公開とした判断は誤りである。 

    また、平面図については、旅館は一般人を泊めるための施設であり、宿泊

時には災害時等に備えて平面図が示される。旅館業営業許可申請時に申請者

から提出されるような平面図は、宿泊時に示される平面図と同様に、部屋の

配置が示されているに過ぎないものと思われる。そのような情報について本

当に非公開が正しいのか疑問を持っている。 

    なお、立面図については、答申例（千葉県情報公開審査会平成２１年１０

月８日付け答申第３０２号）において、建築物の外観を表したものであり、

完成後に不特定多数の者が目視により確認できる情報であるから公開すべき

とされている。実際に吾妻橋の旅館を確認したところ、提出資料の写真のと
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おり、外観が明らかである。 

    したがって、立面図の内容は全て公開すべきである。 

  カ 定款（登記記載事項に係る事項を除く。）は、インターネット上に掲載さ

れている「定款の書き方」のように一般に流通している標準的な部分は、公

開しても法人等の不利益となるとは考えられず、公開すべきである。非公開

とする場合は、公開することによる法人等の具体的な不利益を処分庁が明示

しなければならない。過大に黒塗りされていないかを確認してほしい。 

  キ その他の非公開部分についても、再度、精査していただきたい。 

２ 処分庁の主張 

  処分庁は、弁明書（平成３０年１月３１日付け）、審査会が聴取した口頭理由

説明（平成３０年８月２２日聴取）において、本件審査請求に係る区政情報の公

開請求の部分公開決定処分には、違法又は不当な点はなく、審査請求は棄却され

るべきであると主張している。 

  その理由は、以下のように要約される。 

 ⑴ 本件処分の理由付記の適法性について 

  ア 条例第１３条第１項は、「実施機関は・・・区政情報の全部又は一部を公

開しないときは、公開請求者に対し、・・・書面によりその理由を示さなけ

ればならない。・・・公開しないこととする根拠規定及び当該規定を適用す

る根拠が当該書面の記載自体から理解され得るものでなければならない。」

と規定し、条例第６条各号の非公開情報がある場合の実施機関の理由付記を

義務付けている。 

  イ 判例（最高裁昭和３８年５月３１日第二小法廷判決（昭和３６年（オ）８

４号））は、一般に、法が行政処分に理由を付記すべきものとしているのは、

処分庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分

の理由を相手方に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨であると解して

おり、条例第１３条第１項の趣旨も同様であると考えられる。また、当該判
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例は、「どの程度の記載をなすべきかは、処分の性質と理由付記を命じた各

法律の規定の趣旨・目的に照らしてこれを決定すべきである」とも判示して

いる。 

  ウ 上記ア及びイを前提として本件処分を検討すると、条例第１３条第１項に

規定する「公開しないこととする根拠規定」及び「当該規定を適用する根

拠」のいずれも記載があり、形式上、条例に違反しているとはいえない。 

  エ また、同条同項に規定する「当該規定を適用する根拠が書面の記載自体か

ら理解され得るもの」に該当するか否かについて検討すると、以下の理由に

より、いずれも条例に違反しているとはいえず、また不当でもない。 

   (ア) 検査済証の印影の理由付記について 

     当該印影は、当該法人が特定の行為において用いる印を押印したもので

あるところ、その印影は公にされることが予定され、また、現に公にされ

ているとはいえず、当該法人の内部管理情報として保護されるべきもので

あり、本件処分はこれらの内容を端的に明示している。 

   (イ) 図面詳細図（配置図、照明器具姿図を除く。）の理由付記について 

     当該図は、建築計画概要書などの他の制度によって公にされていない。 

     また、「公共安全情報に該当するため。」とした理由記載については、

本件処分に係る物件がいずれも狭小の土地に建設されており、非公開の理

由をさらに詳細に記述するとなると当該図の内容に触れざるを得ず、その

内容が明らかになることにより、部屋の用途や設備の配置などが了知され、

当該情報が犯罪に利用されるおそれがあることから、一定程度抽象的な記

載とならざるを得ないものである。 

  オ また、条例第１３条は、墨田区行政手続条例第１条第２項において他の条

例に特別の定めがある場合は、その定めるところによると規定される「特別

の定め」に該当すると解されるため、本件処分に墨田区行政手続条例第８条

の適用はない。仮に適用があるとしても、上記エで述べたとおり、本件処分
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の理由付記は同条例第８条に違反しない。 

 ⑵ 周辺見取り図（住宅地図内の個人名）の非公開について 

   当該情報は、事案の概要の４に記載のとおり、本件処分後に、建築計画概要

書の付近見取図と同様のものであることが判明したため、一部変更決定処分を

行い、審査請求人に通知の上、公開している。 

   したがって、当該情報の非公開に係る審査請求人の主張部分は、請求の利益

が消滅している。 

 ⑶ 図面詳細図のうち、立面図の非公開について 

   一般に閲覧制度のある建築計画概要書で閲覧できない立面図は、原則非公開

と考える。 

 ⑷ その他非公開部分の再精査について 

   当該部分について再精査を行ったところ、条例に違反する事項は認められな

かった。 

 

理  由 

 

１ 非公開情報の該当性について 

  本件処分について、処分庁が非公開の理由とする条例第６条各号の非公開情報

の該当性について検討する。 

 ⑴ 条例第６条第２号の該当性について 

   処分庁は、公開請求の対象文書に記載された区政情報のうち、周辺見取り図

（住宅地図内の個人名）、申告書個人名の印影、管理者氏名及び電話番号、行

政書士の印影、通知書の個人名、検査済証の宛先個人名、地積測量図の個人名

及び印影（なお、土地家屋調査士の印影も含まれている。）について、条例第

６条第２号に該当するとし、「個人に関する情報であって、特定の個人を識別

することができるもの又は当該個人の権利利益を害するおそれがあるため」と
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の理由記載により非公開とした。 

   審査会の答申によれば、審査会は、対象文書を検分し、以下のとおり判断し

ている。 

  ア 周辺見取り図（住宅地図内の個人名）については、審査請求人は、当初の

処分自体を問題とするようであるが、事案の概要の４に記載のとおり、平成

３０年１月１５日付けで本件処分の一部変更の決定がなされ、審査請求人に

通知の上公開されているため、審査請求人の請求は理由がない。 

  イ 申告書個人名の印影、管理者氏名及び電話番号、通知書の個人名は、いず

れも、条例第６条第２号に該当するため、非公開とした処分庁の理由記載及

び判断は相当である。 

  ウ 行政書士の印影については、処分庁は条例第６条第２号に該当するとして

非公開とするが、当該行政書士は事業を営む個人であることから、当該印影

は条例第６条第３号に定める「事業を営む個人の当該事業に関する情報で

あって、公にすることにより、（・・・略・・・）当該事業を営む個人の競

争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるも

の」に該当するため、このことを理由に非公開とするのが相当である。 

  エ 検査済証の宛先個人名については、建築主の氏名であり、建築基準法第８

６条により工事現場に掲示されるとともに、同法第９３条の２により閲覧が

認められて公になっていることから、条例第６条第２号アに該当するため、

公開するのが相当である。  

  オ 地積測量図の個人名及び印影並びに土地家屋調査士（ただし、これについ

ては行政書士と同様に事業を営む個人に該当する。）の印影については、法

務局において閲覧・謄写が認められて公になっていることから、条例第６条

第２号アに該当し、又は第６条第３号の「事業を営む個人の競争上又は事業

運営上の地位その他社会的な地位が損なわれる」とは認められないため、公

開するのが相当である。 
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   審査会の判断は、以上のとおりであるが、当庁においても審査会の判断が妥

当であると認め、上記アからオまでのとおり、判断する。 

 ⑵ 条例第６条第３号の該当性について 

   処分庁は、公開請求の対象文書に記載された区政情報のうち、定款（登記記

載事項に係る事項を除く。）について「定款は、上場企業等の場合を除き、通

常、一般に公にされていない情報であり、定款を公にした場合、当該法人の組

織・経営の根本方針が明らかになるとともに、株主総会の決議事項の範囲、取

締役会の決議方法など当該法人における重要事項に関する意思決定手続が明ら

かになることにより、当該法人の正当な利益を害するおそれがあるため」との

理由記載により、法人代表者の印影について「当該印影は、認証的機能を有す

るものであり、公にすることにより、偽造され、事業者の権利の得喪等に係る

書類の作成に悪用されるおそれがあるため」との理由記載により、検査済証の

印影について「法人の内部管理情報に該当するため」との理由記載により、そ

れぞれ非公開とした。 

   審査会の答申によれば、審査会は、対象文書を検分し、以下のとおり判断し

ている。 

  ア 定款（登記記載事項に係る事項を除く。）について、処分庁が、その理由

記載により非公開とした判断は相当である。 

    すなわち、当該登記記載事項に係る事項以外の情報は、一般に公にされて

いないものであるため、条例第６条第３号に該当し、処分庁が示す理由が認

められ、非公開とするのが相当である。 

    なお、審査請求人は、「一般的に流通している標準的な部分は、公開して

も法人等の不利益となるとは考えられず、公開すべきである。非公開とする

場合は、公開することによる法人等の具体的な不利益を明示しなければなら

ない。」とするので、これについて検討する。 

    まず、条例がいう「公にすることにより、当該法人等又は当該事業を営む
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個人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認め

られる」か否かは、客観的に判断されるべきである。 

    そして、その判断を示すに当たり、当該文書の個別具体的な記載文言等か

ら当該法人の権利が具体的にどのように害される蓋然性があるかが明示され

なければならないとすることは、結果的に当該文書の公開を要求することに

なり、非公開情報を定めた条例の趣旨に反することになる。そうすると、非

公開とする理由の記載が、個別具体性に欠けることになるのもやむを得ない

といえる。 

    そこで、当該情報を見れば、法人の組織・経営の根本方針や重要事項に関

する意思決定手続に関するものであり、これらを公開することにより、条例

がいう社会的な地位が損なわれると客観的に認められるため、非公開とする

のが相当である。 

  イ 法人代表者の印影は、定款の法人代表者の印影について処分庁がした非公

開との判断及びその理由は相当であるが、地積測量図の法人代表者の印影は、

上記⑴オと同様の理由により公開するのが相当である。 

  ウ 検査済証の印影について処分庁がした非公開との判断は、上記イと同様の

理由により相当である。 

   審査会の判断は、以上のとおりであるが、当庁においても審査会の判断が妥

当であると認め、上記アからウまでのとおり、判断する。 

 ⑶ 条例第６条第４号の該当性について 

   処分庁は、公開請求の対象文書に記載された区政情報のうち、図面詳細図

（配置図、照明器具姿図を除く。）について、「公共安全情報に該当するた

め」との理由記載により非公開とした。 

   審査会の答申によれば、審査会は、対象文書を検分し、処分庁が「図面詳細

図（配置図、照明器具姿図を除く。）」とした区政情報は以下のとおりの分類

であり、これらを個別に判断している。 
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  ア 立面図 

    立面図は、建築物の外観を表したものであり、完成後に不特定多数人が目

視により確認できる情報である。よって、当該図面の性質に照らせば本件立

面図は、条例第６条第４号の「公にすることにより、犯罪の予防その他の公

共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれがある情報」（以下、単に「公

共安全情報」という。）であるとは認められないため、公開するのが相当で

ある。 

  イ １階平面詳細図、２階平面詳細図、１階客室面積図、２階客室面積図、客

室面積図（１階及び２階）、１階電灯・コンセント設備平面詳細図、２階電

灯・コンセント設備平面詳細図、１階給排水設備図、２階給排水設備図、１

階換気設備図、２階換気設備図（以下「本件平面図等」という。） 

    平面図は、建物の内部を表したものであり、本件平面図等においては建物

の輪郭の内側部分を同様に表したものであるところ、これらは公にされてい

るものではないといえる。 

    審査請求人は、本件平面図等について、旅館の宿泊者に示される平面図と

同様に、部屋の配置が示されているに過ぎないものと思われ、本当に非公開

が正しいのか疑問を持つ旨の主張をしている。 

    確かに、旅館業においては消防法（昭和２３年法律第１８６号）等に基づ

き避難経路図の掲示が義務付けられており、本件平面図等には部屋の配置等

が示されている。 

    しかし、本件平面図等は、通常旅館の宿泊者に示される避難経路図よりも

詳細な内容が記されている。そのため、これらを一般に公開した場合に、各

部屋の内部状況が公になることにより、不法侵入又は窃盗等の犯罪に係る悪

意を持った第三者による侵入経路の把握又は計画の策定等に悪用されるおそ

れがないとはいえない。 

    一方、本件平面図等中の建物の輪郭の外側部分については、各設備、縮尺
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等が記載されているものの、これらの情報のみをもって「公にすることによ

り、犯罪の予防その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれがあ

る情報」とまではいえない。 

    したがって、本件平面図等中、建物の輪郭の内側部分については、「公共

安全情報」に該当するため非公開とし、その余の部分は公開することが相当

である。 

  ウ 電気・給水・ガス配管系統図及び排水管系統図 

    当該区政情報は、いわゆる配管ルート等を示した図面であるところ、これ

らを一般に公開した場合に、平面図等の図面と一体的に見て、各部屋の配置

等の内部状況が明らかとなることにより、不法侵入又は窃盗等の犯罪に係る

悪意を持った第三者による侵入経路の把握又は計画の策定等に悪用されるお

それがないとはいえない。 

    したがって、当該図面の表題、注記並びに凡例及び材料を示した表の部分

は公開し、その余の部分については、「公共安全情報」に該当するため非公

開とするのが相当である。 

   審査会の判断は、以上のとおりであるが、当庁においても審査会の判断が妥

当であると認め、上記アからウまでのとおり、判断する。 

２ 理由付記について 

  審査請求人は、非公開とされた区政情報のうち、検査済証の印影及び図面詳細

図（配置図、照明器具姿図を除く。）について、理由付記に不備があると主張し

ている。 

  審査会の答申によれば、審査会は、これについて以下のとおり判断している。 

 ⑴ 理由付記の程度について 

   条例第１３条第１項に基づく理由付記（なお、これについては、墨田区行政

手続条例第１条第２項が定める「他の条例に特別の定めがある場合」に該当す

る。）は、「公開しないこととする根拠規定」及び「当該規定を適用する根
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拠」が「記載自体から理解され得る」程度に示されなければならない。 

 ⑵ 検査済証の印影の理由付記について 

   これについては、より分かりやすい理由付記とするために、事案の概要の２

⑶の理由付記と同様の記載とすることが望ましいが、公開しないこととする根

拠規定及び当該規定を適用する根拠が示されているため、理由付記の不備があ

り違法又は不当であるとまではいえない。 

 ⑶ 図面詳細図（配置図、照明器具姿図を除く。）の理由付記について 

   これについては、審査請求人の主張するとおり、そもそも図面の種別を明ら

かにした上で、その理由を付記することが望ましいが、上記⑵と同様の理由に

より、理由付記の不備があり違法又は不当であるとまではいえない。 

  審査会の判断は、以上のとおりである。当庁においても審査会の判断が妥当で

あると認め、上記⑴から⑶までのとおり、判断するが、これらの判断に加え、下

記３のとおり判断する。 

３ 行政書士の印影の理由付記について 

  行政書士の印影については、上記１⑴ウのとおり、非公開とすることが相当で

あると判断するが、その理由は、条例第６条第３号に定める「事業を営む個人の

当該事業に関する情報であって、公にすることにより、（・・・略・・・）当該

事業を営む個人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれる

と認められるもの」に該当するためである。そうであるならば、条例第６条第２

号に該当するとして理由付記をした本件処分は、その記載に不備があるといわざ

るを得ず、条例第１３条第１項の規定に反し、違法であるといえる。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

  審査請求人はその他種々主張するが、いずれも当庁の上記判断を左右するもの

ではない。 

５ 結論 

  以上のとおりであるから、本件処分のうち、別表１の処分庁が非公開とした区
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政情報欄に掲げる区政情報につき、同表の審査庁の判断欄に「公開すべきであ

る」と記載した区政情報を非公開とした点及び別表２の処分庁が非公開とした区

政情報欄に掲げる区政情報につき、同表の処分庁が非公開とした理由欄に記載し

た理由により非公開とした点で、違法性があるというべきであるが、その余の点

については、妥当な処分である。 

  よって、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４６条第１項の規定に

より本件処分のうち、一部の区政情報を公開する処分に変更し、及び一部の区政

情報を非公開とした理由を変更した上で、当該区政情報を非公開とする処分に変

更することとし、その限度で本件審査請求は理由があるから、これを認容し、そ

の余については理由がないから、同法第４５条第２項の規定によりこれを棄却す

ることとして、主文のとおり裁決する。 

 

平成３１年３月２９日 

 

審査庁  墨田区長  山  本    亨    

 

１ この裁決については、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内に、墨田区を被告として（訴訟において墨田区を代表する者は墨田区長

となります。）裁決の取消しの訴えを提起することができます。 

  ただし、この裁決の取消しの訴えにおいては、不服申立ての対象とした処分が

違法であることを理由として、裁決の取消しを求めることはできません。 

  処分の違法を理由とする場合は、この裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、墨田区を被告として（訴訟において墨田区を代表する者

は墨田区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。 

２ ただし、上記の期間が経過する前に、この裁決があった日の翌日から起算して

１年を経過した場合は、裁決の取消しの訴えや処分の取消しの訴えを提起するこ
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とはできなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの裁決

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても裁決の取消しの訴え

や処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

 

 本書は、裁決書の謄本である。 

   平成３１年３月２９日 

墨田区長  山 本   亨   
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別表１        

本件処分の 

対象文書 

対象文書の構成 処分庁が非公開 

とした区政情報 

処分庁の判断 

（条例第６条の該当号） 

審査庁の判断 

第２

号 

第３

号 

第４

号 

平成２８年 

１２月１６ 

日付け旅館 

業営業許可 

申請書（墨 

田区立花三 

丁目２０番 

７号） 

旅館業営業許可申請書 管理者の氏名及び電話

番号、行政書士の印影 

○     非公開は妥当である。ただ

し、行政書士の印影を非公

開とする理由については別

表２のとおり判断する。 

申告書 個人の印影 ○     非公開は妥当である。 

定款 法人代表者の印影及び

登記記載事項に係る事

項を除くその余の部分 

  ○   非公開は妥当である。 

周辺見取り図 住宅地図内の個人名 ○     ※処分庁により、後に公開

されている。 

地積測量図 個人の印影 ○     公開すべきである。 

法人代表者の印影   ○   公開すべきである。 

図
面
詳
細
図
（
配
置
図
、
照
明
器
具
姿
図
を
除
く
。
） 

立面図 全部     ○ 公開すべきである。 

１階平面詳細図 全部     ○ 建物の輪郭の外側部分は公

開すべきである。その余の

部分の非公開は妥当であ

る。 
２階平面詳細図 全部     ○ 

１階客室面積図 全部     ○ 

２階客室面積図 全部     ○ 

１階電灯・コンセン

ト設備平面詳細図 

全部     ○ 

２階電灯・コンセン

ト設備平面詳細図 

全部     ○ 

１階給排水設備図 全部     ○ 

２階給排水設備図 全部     ○ 

１階換気設備図 全部     ○ 

２階換気設備図 全部     ○ 

電気・給水・ガス配

管系統図及び排水管

系統図 

全部     ○ 当該図面の表題、注記並び

に凡例及び材料を示した表

の部分は公開すべきであ

る。その余の部分の非公開

は妥当である。 

向島消防署長から墨田区保

健所長宛ての通知書（平成

２９年６月２１日付け２９

向立第８号） 

個人の氏名 ○     非公開は妥当である。 

※条例第６条第２号・・・個人に関する情報 

      第３号・・・法人等に関する情報 

      第４号・・・公共の安全等に関する情報 
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本件処分の 

対象文書 

対象文書の構成 処分庁が非公開 

とした区政情報 

処分庁の判断 

（条例第６条の該当号） 

審査庁の判断 

第２号 第３号 第４号 

平成２８年 

１２月１２ 

日付け旅館 

業営業許可 

申請書（墨 

田区吾妻橋 

一丁目９番 

７号） 

旅館業営業許可申請書 管理者の氏名及び電話

番号、行政書士の印影 

○     非公開は妥当である。ただ

し、行政書士の印影を非公

開とする理由については別

表２のとおり判断する。 

申告書 個人の印影 ○     非公開は妥当である。 

定款 法人代表者の印影及び

登記記載事項に係る事

項を除くその余の部分 

  ○   非公開は妥当である。 

周辺見取り図 住宅地図内の個人名 ○     ※処分庁により、後に公開

されている。 

地積測量図 個人の氏名及び印影 ○     公開すべきである。 

図
面
詳
細
図
（
配
置
図
、
照
明
器
具
姿
図
を
除
く
。
） 

立面図 全部     ○ 公開すべきである。 

１階平面詳細図 全部     ○ 建物の輪郭の外側部分は公

開すべきである。その余の

部分の非公開は妥当であ

る。 
２階平面詳細図 全部     ○ 

客室面積図（１階及び

２階） 

全部     ○ 

１階電灯・コンセント

設備平面詳細図 

全部     ○ 

２階電灯・コンセント

設備平面詳細図 

全部     ○ 

１階給排水設備図 全部     ○ 

２階給排水設備図 全部     ○ 

１階換気設備図 全部     ○ 

２階換気設備図 全部     ○ 

電気・給水・ガス配管

系統図及び排水管系統

図 

全部     ○ 当該図面の表題、注記並び

に凡例及び材料を示した表

の部分は公開すべきであ

る。その余の部分の非公開

は妥当である。 

建築基準法第７条の２第５

項の規定による検査済証

（平成２９年８月１７日付

け指定確認検査機関作成） 

宛先個人（建築主）の

氏名 

○     公開すべきである。 

法人（指定確認検査機

関）の印影 

  ○   非公開は妥当である。 

※条例第６条第２号・・・個人に関する情報 

      第３号・・・法人等に関する情報 

      第４号・・・公共の安全等に関する情報 
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別表２ 

理由付記の変更に係る対象文書等 処分庁が非公

開とした区政

情報 

処分庁が非公開とした

理由 

審査庁が非公開とすべ

きとする理由 

平成２８年１２月１６日

付け旅館業営業許可申請

書 

（墨田区立花三丁目２０

番７号） 

旅館業営

業許可申

請書 

行政書士の印

影 

個人に関する情報で

あって、特定の個人を

識別することができる

もの又は当該個人の権

利利益を害するおそれ

があるものであるた

め。（墨田区情報公開

条例第６条第２号） 

当該印影は、認証的機

能を有するものであ

り、公にすることによ

り、偽造され、当該行

政書士の権利の得喪等

に係る書類の作成に悪

用されるおそれがある

ため。（墨田区情報公

開条例第６条第３号） 

平成２８年１２月１２日

付け旅館業営業許可申請

書 

（墨田区吾妻橋一丁目９

番７号） 

 


